
クーリングオフ制度①-概要理解の重要性-

1. クーリングオフ出来ない場合

2. クーリングオフ出来る場合

3. クーリングオフの効果・手続き方法

4. 内容証明郵便の具体的方法



1. クーリングオフ出来ない場合
①店舗・営業所での契約：
②通信販売（*自分から電話・郵便・インターネット等で申し込んだ場合）：
③指定消耗品の使用・全部or一部の費消（健康食品・化粧品・洗剤等）：
④自動車：
⑤法人・事業者の営業上の契約（*クーリングオフは消費者保護の制度であるため）：
⑥法律でクーリングオフを適用除外にしている場合：
⑦3,000円未満の現金取引の場合：
⑧クーリングオフ期間を過ぎてしまった場合：

(*注1)店舗・営業所での契約でも「クーリングオフ出来る例外」：
(1)キャッチセールス・アポイントセールスの場合 (2)マルチ商法・投資顧問契約等の場合
(3)エステ・語学教室・学習塾・家庭教師・パソコン教室・結婚サービス等の場合

(*注2)法律でクーリングオフを適用除外にしている場合の具体例：
(1)店舗外でも「自分から契約する意思で、業者を自宅に呼んだ場合」
(2)同じ業者と「過去に複数回の取引」がある場合 (3)「短期間or少額」のエステ等の場合

---これだけは覚えておこう---



2. クーリングオフ出来る場合

---これだけは覚えておこう---

①法律でクーリングオフが規定されている場合：
（*クーリングオフ制度②にてクーリングオフ一覧表を提示）

②業界の自主規制でクーリングオフを規定している場合：
（*契約書をチェック）

③業界が任意（自主的）にクーリングオフを規定している場合：
（*契約書をチェック）

以下の場合クーリングオフが出来る場合がある
(*注1)詐欺・錯誤・未成年者等→但し「法的に正当な理由」が必要：

(*注2)もともと「契約が成立していない場合」：

(*注2)もともと「契約無効の場合」：



3. クーリングオフの効果・手続き方法 ---これだけは覚えておこう---

1. クーリング・オフの効果としては以下の通りです：

①業者は「違約金・損害賠償」を消費者に請求できません

②業者は「消費者から受け取っている金銭」があれば→消費者に返還

③業者は「消費者が商品を使用・サービスを受けたことによる利益」がある場合でも
→消費者に利益の返還を求めることは出来ない

2. クーリングオフの手続き方法は以下の通りです：

①クーリングオフは書面で行う必要有り→法律で定められている

②最も確実な方法は「内容証明郵便」で行う方法
（*詳細はスライド4）

③ハガキでは「証拠力が不完全」→心理的不安を取り除くためにも
内容証明郵便を活用すべきである



4. 内容証明郵便の具体的方法 ---これだけは覚えておこう---


